
 
 

 

 

定期監査の結果に基づき講じた措置内容の公表について 

 

 

 令和５年度における事務の執行に係る定期監査の結果に基づき講じた

措置の内容について、千代田区長から別紙（写）のとおり通知があったの

で、地方自治法第 199 条第 14 項後段の規定に基づき、これを公表する。 

 

 

  令和７年３月 27 日 

 

 

 

千代田区監査委員   印 東  大 祐 
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i,. 令和6年9月3日付、 6千監査発第 156号により千代田区監査委員から通知のあった

件について、地方自治法第 199 条第 14 項の規定に基づき、下記のとおり措置を講じま

したので、その内容を通知いたします。

記

1 地方自治法第199条第14項の規定に基づき措置した内容

定期監査結果報告書の内容等を確認したのち、各部長に通知し、すべての指摘事

項等の対応について穀告を求め、特に留意すべきとして指摘を受けた事項について

は、措置対応を別紙のとおり取りまとめました。

その後、全職員にこれらの指摘事項等を認識させるため、その情報を共有し、各

所属長に事項確認を求めました。

あわせて、各所属の事務を執行する責任者である各部長、会計管理者及び各事務

局長には、区民サービスの向上に努めるとともに、信頼される区政の実現に向けて、

職員の事務処理能力の向上に取り組むよう下命しております。

2 その他

本通知文の発出については、他実施機関の措置対応も含めて、報告しております。
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◎特に留意すべき指摘事項の措置対応

1 収入事務(調定の手続き)について

【指摘概要】

●指摘事項となった事例は減ったものの、納期限など調査決定の内容や時期に関す

る誤りが依然として見受けられ、該当課の大半はその発生原因として職員の認識不

足をあげていた。

【措置対応】

●会計室作成のマニュアルにより手順・手続きを改めて確認し、適正な調定事務

の周知徹底を図りました。また、全庁で実施した「定期監査(令和6年度実施分)

での指摘事項チェックリスト」においても約3割の設問を収入事務に関わる項目

に設定し、特に丁寧に確認を促しました。

.令和6年度から使用している新財務会計システムでは、納期限を各自が入力しなけ

れぱならないため、事務執行関係説明会や会計事務の実務研修の機会を活用し、会

計室作成の支払期限日表や納入期限日表の確認について周知徹底を図ることで、

会計事務規則に則した事務の遂行に努めます。

2 内部統制の取り組みについて

【指摘概要】

●自己点検の実施に当たりチェックリスNこ過去3年分の指摘事項を記載し、複数年で

指摘を受けた事項に注意を促すなどの工夫が見られ、また、今回の確認の結果、過

半の課等で点検結果と実際の処理状況とに誤りがないことが認められたが、誤った

処理をしていたにもかかわらず点検時に見落としていた課等も相当数あった。

【措置対応】

●「定期監査(令和6年度実施分)での指摘事項チェックリスト」の作成において、各

所属での事務執行時に注意すべき点を手軽に確認できるツールとしても活用しても

らえるよう、昨年以上にシンプルでわかりやすい表現、形式に変更しました。またチェ

ツク項目についても18項目から25項目へと細分化させ、丁寧に確認してもらうよう

耳那絲且みました。また、令和6年予備調査の注意事項や指摘事項の再発防止に向け

た重点項目をまとめ、取り組みの改善を図りました。

.庁内で相互に行う自己検査において、当該指摘事項に対する検査結果を検査対象

の課と共有して注意喚起に努めました。また、誤りが起こりやすい契約事務、調定・出

納事務について、「自己検査チェックリスト」を別に作成し、自己検査において各課に

確認を行いました。さらに、自己検査の結果についても全庁に対して再度確認するよ

う、庶務担当課長会で改めて周知徹底を図りました。
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3 起案文書について

【指摘概要】
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●起案文書に記載した支出予定金額など重要な事項を決裁後に変更し指摘された事

例以外にも、決裁後に誤字、脱字の訂正や、記載漏れ事項の追加などを所定の手続

によらずに行っていた事例が少なからずあった。

【措置対応】

●決裁後の文書修正は文書管理規程や文書管理システムマニュアルに定める手順に

従い適正に処理するよう全職員への注意喚起を促すため、文書管理システムのトッ

プ画面に「決定後供覧は必ず行ってください」とのインフォメーションを掲載するとと

もに、文書事務の実務研修においても同様の説明を行い、起案文書の重要性を認識

させるよう取り組みました。

4 守秘義務の遵守について

【指摘概要】

●行政の中で最も公正性、公平性が求められる契約において不正が行われ、元職員を

はじめ、複数の職員が本件不祥事案に関与したことは、社会に与えた影響が大きい。

公正中立な行政運営を確保し、また、個人のプライバシーなどを保護する観点からも、

秘密を厳重に保持するとともに決して漏洩することのないよう、職員一人ひとりが強

い意識を持って事務の執行に努めること。

【措置対応】

●令和6年7月に取りまとめた千代田区入札不正行為等再発防止検討報告書に基づき、

幹部職員を対象に令和6年8月に、一般職員を対象に令和7年1月から3月に実施し

た入札不正行為等再発防止研修など、職員の入札不正に対する意識式改革に取り

組みました。今後は、報告書に記載した「再発防止策」の内容に沿った取組を着実に

実行し、「全ての職員が二度と不祥事を起こさない」という強い決意のもと、再発防止

に向けて取り組んでいきます。
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